GEの企業改革の歴史的経験，1892-2019 -ネオ・チャンドラー・モデルに向けて- by 宮田,憲一
―　GEの企業改革の歴史的経験，1892－2019：ネオ・チャンドラー・モデルに向けて 　― 145
GEの企業改革の歴史的経験，1892－2019
：ネオ・チャンドラー・モデルに向けて
宮　田　憲　一
キーワード：分権化（decentralization），多角化（diversification），本社（HQ unit），
　　　　　　統合環境（integrated setting），垂直的（vertical），水平的（horizontal）
目　次
　1．GE とチャンドラー・モデル
　2．GE における 2018 年の転機
　3．事業の拡大と分権的組織のインストール，1892-1969
　4．本社機能のアップデートと事業の選択，1970-2017
　5．内部から外部経営者への転換，2017-2019
　6．変化する戦略と組織の接合：ネオ・チャンドラー・モデル構築に向けて
「将来に向かって生きようとするものは，過去に向かっても生きなければならない」
 オスカー・ワイルド戯曲『ウィンダミア卿夫人の扇』より
1．GEとチャンドラー・モデル
　本稿の目的は，米国のゼネラル・エレクトリック社（General Electric Company，以下 GE）
の企業戦略と管理組織の歴史的変化をチャンドラー・モデル的視点から検討し，同モデルの批
判的拡張について議論するものである。
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（1）チャンドラー的世界におけるGE
　経営史において，アルフレッド・チャンドラー（Alfred D. Chandler, Jr.）の研究は，一つ
の金字塔である。『経営戦略と組織』，『経営者の時代』，そして『スケール・アンド・スコープ』
という一連の大著により示された近代産業企業の歴史は，経営史研究における “B.C.（before 
Chandler）” や ”after Chandler” あるいは ”A.D.” という用語を生み出し，経営史研究とは実質
上チャンドラー的研究といわれるほど多大な影響を与えた（John, 1997, 167；Scranton, 2008, 
429）1。その後，現実の変化とともに，チャンドラー的見方，特にチャンドラーの研究から構
築されたチャンドラー・モデルといわれる枠組みは，「ポスト・チャンドラー・モデル」とい
う議論の中で批判的対象となり，相対化，修正，さらには否定を投げかけられることになった
（坂本，2018，19-20）2。
　こうして，現在においてもなお経営史に議論のトピックを提供しているチャンドラーの研究
基盤は，周知のごとく，アメリカの近代企業，その中でも特に近代産業企業である。近代企業
とは，「多くの異なる業務単位を内包すること，常勤の俸給経営者から成る階層組織によって
管理されること，という 2 つの特徴がみられる（チャンドラー，1993，11）」企業を指し，近
代産業企業とは「近代的な生産過程を遂行する特別な亜種で・・・生産機能以上のものを有し・・・
オリヴァー・ウィリアムスンの用語を使えば，それは『統括機構』でもある（チャンドラー，
1993，11）」企業である。つまり，チャンドラーは，商取引・研究機能と同様に様々な生産機
能を遂行する業務単位を統括し，これらの活動を統合している企業の変化を基盤にしてその枠
組みを構築した。
　しかし，それら企業の間には，差異が存在する。もちろんチャンドラーは，大半の産業に目
を配っているが，そのモデル構築の基礎は，特定の企業に拠っているといえる。例えば，『経
営戦略と組織』では，デュポン（化学），GM（自動車），スタンダード・オイル（石油），シアー
ズ（小売）を中心に取り扱いながら，関連多角化戦略の展開と事業部制組織の導入による企業
成長のモデルを構築した。
　その中において，電機産業，そして GE は，例外値であった。確かにチャンドラーは，電機
産業の重要性を認識しており，分析対象の範囲内であった。しかし，自動車と並び，耐久消費
財の供給を通じて 20 世紀アメリカの経済成長の発展を支えた電機産業が，主要な事例として
1 　安部悦生によると，経営史における “A.D.” とは “after Dupont” を指すとのことである（2006 年 11 月 26 日
一橋大学で開催された経営史学会第 42 回全国大会のパネルセッションにおける発言）。言及したチャンドラー
による研究の概要については，鈴木（2000）および島本（2015），海外の経営史家におけるチャンドラーの研
究に対する簡潔な評価については，Scranton（2008）を参照のこと。
2 　日本においてのポスト・チャンドラーの議論については，塩見（1998，2008）や宇田（2002），また海外の
主要な批判者たちについては，橋本（2007）および安部（2019b）の特に第 9 章などを参照のこと。
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取り扱われることはなかった。この背景には，自動車産業が，社会により影響を与えた耐久消
費財の代表事例として適切であるという考えによるものかもしれない。しかし，その一方で，
Aupperle et al. （2014）が示したように，電機産業は，多角化戦略の展開と事業部制導入によ
る企業業績の向上という適合関係が適切に見いだせなかったことも，その理由の一つと推測で
きなくはない。電機産業においては，GE よりも業績的に劣位であったウェスチングハウス・
エレクトリック社（Westinghouse Electric and Manufacturing Company 以下，WH）が事業
部制やカンパニー制など新たな分権的組織をいち早く導入していたが，業績において同社が
GE を上回ることはほぼなかったのである（デール，1968；宮田，2016）。
　GE は，戦前の広範囲な多角化に対して，強いリーダーシップと集権的機能別組織によって
対応し，戦後の事業部制導入においては，チャンドラーの想定以上の徹底した分権化を行ない，
20 世紀末の高い企業成長は，戦略的コントロールを通じた非関連多角化によって達成され，
21 世紀に入りチャンドラー的に好ましい関連多角化を目指した後，現在は創設以来の苦境に
直面している。GE は，チャンドラーの対象範囲であった近代産業企業の代表的企業でありな
がら，チャンドラー・モデルとは完全には一致しない例外的な存在であったのである。
　この要因の一つには，GE における特徴的な企業者や革新的な経営システムの存在がある。
例えば，計算的企業家としてのトーマス・エジソンや製造業における最初の専門経営者の一人
としてのチャールズ・コフィン（コール，1965，170 及び 174-75），エジソンのマーケティン
グ（中川，1981，308-09），ドラッカーの目標管理／ MBO の開発（グリーンウッド，1992，
86 及び 218-30），リーダーシップ教育（ティシー，2004，25-26），戦略経営システムの開発
（Whittington, 2019, 126-214），産業企業のプラットフォーム構築（Cusumano, 2019, 160-69）
などである。こうした経営革新によって，GE は，単なる近代産業企業あるいは大企業の 1 社
としてではなく，経営史や経営学に対して新たな知見をもたらしてきた重要な存在としてしば
しば取り上げられ，そしてだからこそ，GE は，チャンドラー的世界における例外値といえる
存在であったと考えられるのである。
　本稿では，このチャンドラーにとって例外的存在であった GE の企業経営の歴史的変化につ
いて，チャンドラー・モデルの基本的な枠組みの一つである「戦略と組織」という視点から改
めて考察し，その変化の傾向を析出してみたい。そして，その変化の傾向を，近年のチャンド
ラー・モデルの議論から検討し，チャンドラー・モデルの内在的批判の立場から，同枠組みの
拡張の可能性について提起したい。
　この課題を遂行するため，次のような研究アプローチをとる。まず，GE の変化の傾向を理
解するために，通常の経営史研究で取られる歴史的検証をおこなわず，すでに多数存在する代
表的な先行研究の成果を主に利用する。これにより，通常の歴史的実証研究では難しい，127
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年にもわたる長期的変化の把握が可能となる。続いて，近年のチャンドラ ・ーモデルの議論は，
2000 年以降のチャンドラーの代表的二冊の著作とチャンドラリアンとして世界的に有名な安
部悦生の研究との比較から行う。チャンドラーは，後年そのモデルを進化させた（安部，
2009，44）。そのモデルの変化を支える研究の一つが，それまで主要に扱っていなかったエレ
クトロニクス産業と電機企業を考察した Inventing the Electronic Century である。ここでは，
同研究と化学・製薬産業を取り扱った Shaping the Industrial Century の研究から修正された
モデルを後期チャンドラー・モデルと呼び，電機企業の考察がより加えられた同モデルを中心
に議論する（安部，2019，3 及び 64；宮田，2016，4-9）3。
　以上の研究背景とアプローチにもとづいて，以下，まず GE の数量的概観と現在置かれてい
る状況を述べる。続いて，第 3 節と第 4 節では，1892 年の創設から，事業部制の導入と伝統
的な多角化戦略が展開された 1969 年までの時期と，1970 年から 2017 年までの事業の「選択
と集中」と本社機能の刷新が遂行された時期に分けて，GE の戦略と組織の変化を考察する。
第 5 節において，2018 年に GE が初めて外部経営者を据える経緯と，その現在までの経営を
みる。そして最後に，GE の長期的変化の要点とチャンドラー・モデルを議論し，GE の事例
から示唆される同モデルの批判的拡張としてのネオ・チャンドラー的視点の可能性を提起する。
2．GEにおける 2018 年の転機
　GE の歴史は，1879 年 10 月 21 日，アメリカ東海岸のニュージャージー州メンロパークにあ
る研究所で，「メンロパークの魔術師」と呼ばれたトーマス・エジソンによる，白熱電灯の実
験成功と，同年 10 月 15 日にその白熱電灯システムの商用化に向けて事前に設立されたエジソ
ン・エレクトリック・ライト社に始まる（小林，1970，5-6, 10）。このエジソンの発明をもとに，
大きく成長してきた企業が GE である。
　GE は，当時のハイテク産業であった電機産業を中心に事業多角化を進め，アメリカそして
世界を代表する企業に成長してきた。その過程で，様々な経営コンセプトを開発・導入して，
3 　チャンドラー・モデルにおける前期と後期の区分について，例えば，宮田（2016）は，1990 年代以降のチャ
ンドラーの研究を方向付けることになった組織能力という新概念が導入された『スケール・アンド・スコープ』
以降からを後期と捉えている。もちろんチャンドラーは，1980 年代にすでに組織能力について議論していた
が（Chandler, 1988, 472），ここでは，その主要な成果である『スケール・アンド・スコープ』の出版を一つの
目安としている。また，安部（2019）は，経営階層組織というハードな組織を強調するモデルを初期チャンド
ラー・モデル，組織能力というソフトの面を強調するモデルを後期チャンドラー・モデルと捉え，両者の境目
を 1990 年ごろとしている。一方で，2000 年代以前と以後から区分けして，前者をオールド・チャンドラー・
モデル，後者をニュー・チャンドラー・モデルのように言及する場合もみられる（安部，2009，47）。
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多くの企業に多大な影響を与えてきた。実際，米国の経済雑誌『フォーチュン』が発表してい
る「米国で最も賞賛される企業」と「世界で最も賞賛される企業」ランキングにおいて，2006
年と 2007 年に 2 年連続で 1 位に選出されていた。しかし，優良企業のお手本であった GE は現
在大きな転機に直面している。2018 年の同ランキングで 30 位に後退するだけでなく，同年に
110 年以上守ってきたダウ・ジョーンズ工業株 30 種平均の構成銘柄から外され，初めて外部か
ら CEO を招聘するほど創業以来の苦境に立たされている（『日本経済新聞』2018 年 10 月 1 日）4。
表 1　GEの歴代CEOと経営業績（1892-2018 年）
（注） データ上 1977 年以降は総収入を記載。また各年の会計処理方法
に相違があるため，正確な連続性は保証されない。
（出所）General Electric Company, Annual Report, 各年版より作成。
4　「GE のフラナリー CEO が退任　業績悪化で引責」，『日本経済新聞』2018 年 10 月 1 日。
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　表 1 は，GE が設立された 1892 年から 2018 年までの 126 年にわたる総売上高，純利益，売
上高純利益率の推移と歴代 11 名の CEO の名前と在任期間を示したものである。GE の歴史の
中で，高い成長を遂げていた時期は，1890 年代から 1930 年代までの時期と 1990 年代から
2007 年までの時期である。一方で，第二次世界大戦期，1960 年代，そして 2015 年以降の 3 つ
の時期は，売上高純利益率の著しい低下や大きな損失がみられる。
　このように GE の成長は，一貫した業績の向上によってではなく，むしろ大きな増減を経験
しながら達成されてきたのである。こうした非連続的な成長は，技術や市場の変化に対して
GE が自らの戦略や組織，そして経営そのものを変革させることによって生じたものと考えら
れる。それでは，GE は，この 120 年以上にわたる持続的発展の中で，実際にどのように経営
を変え，事業や組織を改革して，企業を変革してきたのだろうか。やや先取りしていうなら，
それは時代に応じて事業多角化の範囲をマネジメントし，様々な組織管理の方法を導入しなが
ら，そうした事業と組織を GE という一つの企業として統合させる仕組みを模索してきたので
ある。つまり，設立当初の電力システムなどの重電事業から，電気を利用する家電やエレクト
ロニクスなどの軽電への多角化に始まり，その後は原子力発電や航空機エンジン，天然資源や
金融サービス，そして IoT やソフトウェアサービスに展開される中で，機能別組織から事業
部制組織，SBU からカンパニー制，マトリックス組織という組織構造の改革が行なわれていっ
たのである。以下では，そのプロセスについて，戦略と組織という視点から GE の経営発展を
検討していこう。
3．事業の拡大と分権的組織のインストール，1892-1969
（1）ハイテクな電気技術とGEの成立
　GE は，1892 年にエジソン・ゼネラル・エレクトリック社（EGE）とトムソン・ヒュースト
ン・エレクトリック社（THE）という二つの会社の合併によって成立した。エジソンは，
1879 年の白熱電球の実験の成功後，J・P・モルガンなどの投資家達からの支援を得ながら，
電力システムの事業化に力を注いでいた。そのために，彼は，発電機，送電線，軸材などの部
品，ソケットなどの周辺機器の製造を担当する会社を相次いで設立し，1889 年にはそれら関
連会社などを EGE として統合し，大手電機企業に発展させた。他方，THE は，エジソン同様
に発明家として有名であったエリフ・トムソンらが，アーク灯という白熱電球の登場前の電気
照明システムの事業化のため設立したアメリカン・エレクトリック社を原点としている。トム
ソンらは，投資家の自殺や独自の契約条項などから出資者に恵まれず，倒産の危機に陥ったが，
マサチューセッツ州のシンジケートによる買収後，THE として再編され，相次ぐ電気関連企
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業の買収により，規模を拡大させ，EGE に並ぶ大手電機企業に成長した（小林，1970，10-27
及び 38-64）。
　この 2 社の合併による GE 誕生の背景には，エジソンとそのライバルであったジョージ・ウェ
スチングハウスによる「電流戦争」と呼ばれる発送電に関する技術標準をめぐる競争があった。
EGE は，エジソンの直流送電を中心にしたシステムを構築する一方で，ニコラ・テスラ等を
擁するウェスチングハウス陣営は，交流送電式の電灯システムを開発した。両陣営の熾烈な競
争は，社会を巻き込むネガティブ・キャンペーンの様相も呈したが，最終的にはウェスチング
ハウスの交流式がディファクト・スタンダードとなった。この結果を受けて，EGE の投資家
たちは，複数の交流技術の特許をもつ THE との合併によって，EGE の技術力を補完し，新興
の電機産業におけるリーディング企業の設立を考えたのである。そして，1892 年に GE が成
立したのであった（小林，1970，70-86 及び 98-99；チャンドラー，1979，736-40；ロスチャイ
ルド，2007，33-37）。
（2）リーディング企業への基盤構築
　その設立から 1922 年までの間，初代社長のチャールズ・コフィンと 2 代目のエドウィン・
ライス Jr の下で，GE は，電機産業のリーディング企業となるべく，管理組織や財務的基盤，
そして技術能力を構築していきながら，高成長企業として歩み始める。THE の社長としてそ
の経営手腕を発揮していたコフィンは，GE においても集権的な職能別部門組織を基盤に同様
の経営管理によって 2 社の統合を進めた。例えば，製造部門は，大型発電機などの重電機器を
製造する NY 州スケネクタディ工場，モーターなどの小型量産電気機械を製造する MA 州リ
ン工場，白熱電灯を製造する NJ 州ハリソン工場に集約され，販売部門は，地域分割制度の導
入や主要部品ラインごとに販売担当者を置いた販売体制の構築などを通じて，電気という新技
術の市場開拓に向けた販売組織に再編成された。また，1893 年の恐慌による倒産危機の経験
から，それまでの証券や債券による支払いから原則現金払いによる販売に転換し，さらに J・P・
モルガンとのパートナー関係を強めることで，財務体質を強化した。この一方で，競争優位の
源泉である技術と特許についても対策を講じた。まず，電気技術を商品化する上では他社の特
許利用が必要になり，特許訴訟の時間や費用の節約などから競合企業である WH と 1896 年に
特許相互利用協定を締結した。これによって，米国の電機産業はこの 2 社を中心とする寡占体
制となった。加えて，エジソンの特許切れや電機産業における新技術開発の重要さを理解し，
1900 年に米国最初の企業内研究所となる GE 研究所を開設し，技術開発力の強化を図った（小
林，1970，82-107； 坂 本，1997，68-71； チ ャ ン ド ラ ー，1979，740-45； ロ ス チ ャ イ ル ド，
2007，41-47）。
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（3）電化製品の多角化による成長
　こうして電機企業の一番手企業として基盤を固めることに成功した GE は，1922 年から会
長オーエン・ヤングと社長ジェラルド・スウォープのもとで，積極的な多角化を通じて高成長
を遂げる。その背景には，1920 年代以降のアメリカにおいて，自動車と住宅を中心にした耐
久消費財ブームが始まり，ラジオや冷蔵庫などの家電が徐々に普及していった大衆消費社会の
出現が重なっていた（秋元，1995，164；浅羽，1996，127-29；小林，1970，127-133）。
　GE は，「電力のビナイン・サークル（benign circle of electric power）」という重電と軽電
とのシナジー効果の考え方を基盤にして多角化を展開した。電機ビジネスは，当初から発電と
送配電などの重電機製造とともに，供給された電気を消費する電球などの軽電製品の製造・販
売から成っていた。つまり，電力消費が増えると，電力会社が発電量を増やすためにタービン
など重電機器を購入し，発電量が増加することで多くの電力供給が可能となり，さらに電力消
費が増加するという供給と需要の循環を電機企業は認識していた。GE は，1890 年代からの扇
風機をはじめとして，1910 年代までにアイロンや電気コンロ，1920 年代から 30 年代にかけて
掃除機，冷蔵庫，洗濯機，皿洗機，空調設備，生ゴミ粉砕機などの製造を開始し，M&A もお
こないながら積極的に製品多角化をして，家電事業を拡大した。またそうした GE 系列の部品
供給会社や販売会社への販売金融を行なう金融事業や，販売ネットワークを強化するために卸
売流通事業など支援事業子会社も設立した（グリーンウッド，1992，22-24；小林，1970，
134； 坂 本，1997，75-76； チ ャ ン ド ラ ー，1967，359； ロ ス チ ャ イ ル ド，2007，76-80；
Schenectady Museum Association, 2000, 82）。
　他方で，GE の製品ラインは，無線通信機，ラジオ受信機，X 線応用機器，絶縁物質などの
工業用素材といった新技術の商品化を通じた多角化としても展開された。これらのいくつかは，
電気照明とその関連設備の改良に向けた GE 研究所での研究過程で生まれた副産物的な技術で
あった。また線通信技術では，海軍や連邦政府の要求から 1919 年に英国企業の買収によって
技術を獲得するなど，他企業の買収を通じた事業拡張もみられた。加えて，1920 年代に商用
ラジオ放送が爆発的に発展する中で，自社開発の真空管を利用したラジオ受信機製造など電子
機器事業に進出し，さらに 1922 年に地域放送局を開設した後，1926 年には共同出資による全
国ラジオ放送ネットワークである NBC を設立するなど放送事業にも多角化した。こうした製
品や事業の多角化は，1920 年に 85 であった製品ラインを，1930 年に 193 に増加させ，スウォー
プが社長を辞める 1940 年には 281 までに拡大させた。（小林，1970，134-136；坂本，1997，
72 及び 76-81；チャンドラー，1979，811）。
　こうした多角化とともに従業員も増え，企業組織も成長していくなかで，スウォープとヤン
グは，従業員保護を掲げて組織をまとめ上げていった。アメリカでは 1880 年代からウェルフェ
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ア・ワークとして会社が労働者を守っていくという動きが始まり，それは 1920 年代に厚生資
本主義（welfare capitalism）と呼ばれるまでに顕著となった。GE は，その先駆的企業の 1 社
であった。特に青年時代をシカゴの有名な福祉事業施設で過ごしたスウォープが主導して，失
業保険，年金信託，有給休暇，住宅購入の支援などの福利厚生制度，提案制度，労働者代表参
加制度，持株制度といった従業員のモチベーション向上の施策，そして従業員の能力開発のた
めの社内教育制度などを導入した。これら制度は，成長する組織に統一感を与えた。例えば，
GE は，1928 年にエルファン・ソサエティという独立した管理職の団体を設立し，マネジャー
の意見を収集する機能だけでなく，独自のエンブレムをつけるほど会員同士の連帯感を強めた。
また二人は，労働組合にも好意的な姿勢も持ち，産業別組織会議の誕生後，スウォープの要請
から GE 内に電機産業の組合が設置され，組合との良好な関係を構築した 5（小林，1970，
140-42；ジャコービィ，1999，41-42；関口，2000，6-7 及び 12-15；ロスチャイルド，2007，
62-65）。
　こうした新しい労務管理による団結が高まる一方で，分業の基盤となる組織構造の限界が問
題化された。当時の GE の組織構造は，製品や事業が増加しているにもかかわらず，依然とし
て職能別部門組織を中心にコア事業が運営される中，白熱電球など一部事業と新たに設立した
子会社が自律的部門として活動していた。その結果，各部門間の製品や情報の流れが，非常に
複雑になっていた。これに対して，1929 年に約 200 名のマネジャーを集めて開かれた会議に
おいて，既存の組織ではマネジャーが「特有の問題を，知るべき時に知ることを不可能にして」
いることから，分権化による組織構造の変更を求める声が上がった。そして 1930 年代にさら
に事業規模と範囲が拡大したことで組織上の限界を次第に感じるようになり，1938 年スウォー
プは，1940 年に彼の後継者となるチャールズ・ウィルソンを経営副社長に抜擢し，本格的な
組織改革の調査を命じた（グリーンウッド，1992，25-26；坂本，1997，85-89）。
（4）戦中戦後の事業拡大と組織改革
①事業部あるいは製品部制組織の導入
　GE の経営は，1939 年に会長に就任したフィリップ・リードと，1940 年に社長となったチャー
ルズ・ウィルソンに託された。ウィルソンは，組織改革の調査を担った計画委員会が提案した
マネジメントにおける分権化と生産における多角化・専門化の徹底という原則をもとに，組織
改革の具体的な計画の検討に着手した。しかし，第二次世界大戦の勃発によって軍需生産への
転換が余儀なくされ，また政府協力のため，1942 年から 1944 年にかけてウィルソンとリードは，
5　エルファンとは Electrical Fund の略。
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ワシントンの戦時生産局の要職に出向した（この間，スウォープとヤングが代理として経営を
再び担った）。そこで，ウィルソンは，組織改革の計画を進めるため，1932-39 年の間 GE に在
籍の後，1939 年からカミソリメーカーであるシック社の社長となっていたラルフ・コーディ
ナーを副社長兼社長補佐として呼び戻し，作業に当たらせた。コーディナーは，その後 3 年間
の組織研究を踏まえて，1945 年に新たな組織改革の案をまとめた（グリーンウッド，1992，
24-25；坂本，1997，89-90；チャンドラー，1967，362-63）。
　この案では，（a）まず従来の職能別部門組織を解体し，各製品開発，製造，販売に責任をも
つ 6 つの事業部門（重電，家電，電球，電子機器，空調設備，化学製品）と，9 つのスタッフ
部門（技術政策，研究，技術コンサルティング，労働関係，購買，法務・特許，広告・宣伝，
顧客関係，関係会社）から成る事業部制組織の導入が提案された。（b）これに伴い，社長の
広範な権限を，これら 15 部門をそれぞれ担当する副社長，重電事業部の第二副社長と社長補
佐の 17 名，3 名の財務担当者の計 20 名に移譲した。（c）そして，企業全体の活動調整を担う
取締役会を含めた 7 つの委員会を中央本部に設置し，本社機能の拡張が示された。この改革案
は大戦終了後に実行に移されたが，本格的な事業部制導入は 1951 年以降となった（グリーン
ウッド，1992，25-26；小林，1979，210；坂本，1997，90-92；チャンドラー，1967，362）。
　1950 年末に，ウィルソンが GE を辞め，朝鮮戦争への軍需物資調達のための政府の要職に
就くことに伴い，コーディナーが 5 代目社長に就任した。1950 年代，GE は，大戦とその後の
軍産複合体制の影響から，軍需関連事業（e.g. 航空機エンジン）やその派生事業（e.g. 原子力
発電）を保有し，またミドル・マネジャー主導による新事業（e.g. 汎用コンピュータ）進出を
認めるなど，さらに事業を多角化させていた。こうした中で，コーディナーは，既に導入され
た事業部制組織の本来の機能を十分に発揮させるために，徹底した分権化に向けた組織改革を
1951 年から段階的に実施した。その改革は，主に事業部と本部に変更が加えられた。まず事
業組織は，1955 年までに，5 つの事業グループ（Group），23 の事業部（Division），110 を超
える製品部（Department）の三層に分割された。事業部は具体的な事業活動の市場と利益に
ついての責任と権限が移譲されたが，基本的な経営諸機能を備えた利益責任単位（プロフィッ
トセンター）は，エンジニアリング，セールス，製造，財務などのスタッフ機能が配置された
各製品部に置かれ，柔軟な市場への対応を目指した。他方で，本部は，これまでの委員会など
を再編成し，個別の事業活動ではなく，企業全体の戦略的意思決定に責任を担う経営責任者室
を置いた。経営責任者室は，社長室（president’s office）と経営責任者室（executive office）
という二重構造からなっていた。社長室は，社長と会長，そして各事業グループ長の 5 名から
構成され，財務，公共・政府関係，国際問題，事業グループの問題に当たる役割を担った。経
営責任者室は，そこにさらに各サービス部門長 10 名を加えて，長期的な経営戦略の策定や企
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業全体の経営に関わる問題を検討する役割を持った。こうした本部機能の変更によって，徹底
的に細分化され，分権化された組織を統括することを目指したのであった（宇田，2004，381-
402；グリーンウッド，1992，42-65；小林，1970，206 及び 213-25；坂本，1997，93-101；チャ
ンドラー，1967，363）。
②ミドル・マネジャーによる統合
　ウィルソンからコーディナーにかけての組織改革は，GE に組織の新たな統合のあり方を迫
ることになった。ニューディール政策の展開とともに到来した産業別組合との団体交渉を中心
にした労使関係，事業拡大に伴う従業員の急増，そして 1947 年の大規模なストライキを契機に，
スウォープとヤングの協調的な労使関係は崩れてしまう。敵対的な労使関係となった中で，
GE は，労務担当副社長レミュエル・ブルウェアによって，通常の団体交渉を行なわない新た
な労使関係管理を導入した。（小林，1970，219-26；ロスチャイルド，2007，130-34）。
　他方で，分権的組織の導入は，中間管理職を増加させ，それを担う多くのミドル・マネジャー
を必要とした。当時，コーディナーは，顧客でもなく，製品でもなく，工場でもなく，資金で
もなく，マネジャーが GE の成長の限界であるのかもしれないと懸念していた 6。これを受けて，
1948 年コンサルタントであったハロルド・スミディが，ウィルソンとコーディナーの要請から，
管理者育成活動のために GE に入社する。スミディは，親交のあったピーター・ドラッカーを
1950-54 年にかけて GE のコンサルタントとして向い入れ，新たな経営管理やマネジャーの研
究や調査を行なった。それら活動は，現在に至るまで企業内大学の最高峰と言われるクロトン
ビル経営開発研究所の 1956 年の設立に結実した。そこでは，選抜されたマネジャーたちに，
MBA プログラムのような教育とともに，共通の理念の共有が図られた（グリーンウッド，
1992，111-119，216 及び 231-37；ロスチャイルド，2007，114-151）。
（4）伝統的経営と利益なき成長
　こうした戦前に始まる事業多角化を通じた企業成長と，それに適した組織構造と人事労務管
理の改革を基盤にして，GE は 1960 年代に新たな問題をはらみながらも成長を遂げた。この
時期の経営の舵取りを担ったのがフレッド・ボーチである。1963 年のコーディナーの引退と
ともに社長（後に会長）となったボーチは，積極的な事業拡大戦略をとった。当時，アメリカ
は，一人あたりの実質GNP年平均成長率が3％を超える高い経済成長を遂げ，また戦後のベビー
ブーマーの成長によって消費者市場が拡大する好景気であった。それと連動して，家電の需要
が増加し，電力消費も急成長し，社会の電化がさらに進展していた。そうした中でボーチは，マー
6 　General Electric Management Development Institute ed. （1978） The Crotonville Story, Corporate booklet.
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ケティング調査部長であったジョン・マキタリックを中心にして社内外からメンバーを集めた
成長委員会を発足させ，新たなビジネス機会の検討を指示した。委員会は，調査の結果から 9
つの事業を GE が参入すべき成長事業として結論づけた。それは，GE の既存事業を基盤にし
た事業機会として，4 つの製造業（原子力エネルギー，コンピュータ，ジェット・エンジン，
ポリマー化学），5 つのサービス業（放送・映画，都市開発・住宅，個人向けサービス・金融，
医療，教育）というものであった。こうした提案の背後には，ビナイン・サークルの拡大解釈
による，電化都市建設による電力需要の拡大という戦略構想の存在もあった。ボーチ期の GE
は，この提案に沿って，国内や欧州の企業を買収しながら，新規事業として，関連事業だけで
なく非関連事業にも進出する非関連多角化を展開していった。（宮田，2016，85-98；ロスチャ
イルド，2007，140；Ocasio and Joseph, 2008, 255；Whittington, 2019, 157-58）。
　こうした企業ドメインの拡大に対して，コーディナー以来の分権的組織を維持するかたちで，
ボーチは二度の組織再編で対応した。1960 年の 5 事業グループ 25 事業部から，1966 年の組織
再編までに 6 グループ 31 事業部となり，さらに 1968 年の再編では，10 グループ 49 事業部に
約 170 製品部と大幅に増加した。それと並行して，本社組織の再編も行なわれた。1970 年ま
でに経営計画部門が設置され，また全社的な意思決定を担う社長室は，各グループ長を外して，
会長であるボーチと新たに置いた 3 名の副会長からなる会長室（corporate executive office）
に再編された。（グリーンウッド，1992，35-37；坂本，1997，134-47；Ocasio and Joseph, 
2008, 256）
　ボーチ期の GE は，事業の多角化と組織の分権化による成長というこれまで GE が構築して
きた経営の実践であったが，そこから新たな問題が生まれた。積極的な多角化は，SIC（標準
産業分類）コードの 26 ある二ケタ産業分類のうち 23 産業にまで事業を拡大させ，GE に 3 年
間で 30 億ドルを超える収入増をもたらしたが，一方で利益への貢献度は非常に低く，売上高
純利益率でみると 1960 年代前半の 5% 程度から 1960 年代末の 3% 台に低下し，「利益なき成長」
という状況に陥ったのである（表 1 参照）。この基礎には，事業部制のデメリットと不十分な
本社機能があった。つまり，事業部制には，重複投資などから経営資源を効率的に利用できず
規模の経済性の発揮を制約させる，あるいは事業部や製品部間の交流が少なくなることで部門
間の協調ではなく競争や摩擦を生じさせる等のマイナスの側面があった。また，本社は，多数
の事業を全社的な収益性の向上という視点から意識的にコントロールする側面が未熟であっ
た。このような組織の限界が「利益なき成長」として顕在化したのである（坂本，1997，148-
50；Aguilar, 1992, 408; Ocasio and Joseph, 2008, 256）。
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4．本社機能のアップデートと事業の選択，1970-2017
（1）コンピュータ事業売却と戦略経営システムの導入
　1960 年代末，ボーチは，この状況を打開するために行動を起こしていた。まず，新規事業
や欧州での買収を評価するため，社内調査チームとマッキンゼーや BCG といった経営コンサ
ルタントを通じて自社の経営計画について検討を始めた。またそれとは別に，3 人の上級副社
長からなる特別調査チームを設置し，多くの投資を必要とした三大新規事業である原子力，コ
ンピュータ，ジェット・エンジンの見通しを検討した。この結果，1970 年 10 月に一部の事業
を残して，競合していたハネウェル社に大半のコンピュータ事業を売却し，同事業から撤退す
ることを決断した。この撤退は，GE にとって大きな転換点であった。それは，GE が「短期
的な目標値」と「事業資源の効率的配分」という点から実行されたからである。つまり，高い
潜在成長力はあるが，多額の投資と収益化にかかる長い期間が必要であったコンピュータ事業
は，金利や労働コストが上昇している厳しい経営環境の中で，「利益なき成長」からの脱却に
向けた早急な利益増という全社的な目的の達成に対して不適当な資源配分を中止した先駆的な
事例だった。そして，GE は，このプロセスの中で，外部コンサルタントによって提案された
戦略事業単位（SBU）とプロダクト・ポートフォリオ・マネジメント（PPM）を中心に据え
た戦略事業計画を基盤にした戦略経営システムを 1971 年初頭から導入し，経営システムの刷
新を図った。この試みは，1972 年にボーチの後継者として GE の新会長兼 CEO に就いたレジ
ナルド・ジョーンズの下で全社的に推進されていくことになった（坂本，1997，156-62；ロスチャ
イルド , 2007, 163-71; Ocasio and Joseph, 2008, 257-58）。
（2）戦略的経営システムの導入
①SBUによる部分的ツーボスシステムの導入
　戦略経営システム導入は，日常業務の遂行それ自体ではなく，マネジャーに対して戦略的決
定という大きな変化をもたらした。それは，SBU の設定という組織上の変更から始まった。
1950 年代，市場の変化に対する柔軟な対応を目指して製品部をプロフィットセンターとした
非常に分権化された事業部制を導入したが，製品部は次第に生産志向的・技術志向的性格を強
め，市場の状態や競合状況の把握を困難にし，また過度に細分化された製品部は，実際にはそ
の役割から単なる社内サプライヤーに転じている場合が多かった。
　そこで，50 年代と同様の原則にもとづいた新たな組織単位として SBU を導入した。SBU は，
製品・サービス，顧客，競合企業，業績・事業計画などから他の事業と区別でき，独自に戦略
を策定可能で，またその必要があるとされた事業を意味する。そして，この単位ごとに戦略事
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業計画を策定して，全社的目標の達成を目指すというものがコンサルタントの提案であった。
しかし，GE は，SBU に基づく組織再編によって既存の効率的な業務管理が脆弱化することを
懸念し，既存の事業部制の上に設定するルースな SBU 制を導入した。そのため，SBU は，先
述の要件に該当する事業単位であれば，グループ，事業部，製品部など階層レベルに関わらず
設定されることになった。
　各 SBU に一人の SBU マネジャーが配置され，担当する SBU の戦略計画を立案し，本社の
経営責任者室の承認を得てそれを実行する権限と責任が与えられた。このため，例えば，SBU
となった製品部は，日常業務は事業部長に報告する一方で，計画を CEO に直接報告するという，
マトリックス組織のようなツーボスシステムが部分的にみられた。こうして，1972 年末まで
に 43 の SBU（4 グループ，21 事業部，18 製品部）が設定され，190 もの製品部が提出してい
た事業計画は 43 までに削減されたが，日常業務に関する指示系統の事業部制と戦略計画ライ
ンの SBU 制が併存する複雑な組織が構築された（坂本，1997，162-68；ロスチャイルド， 
2007, 164-65; Aguilar, 1992, 410-12; Ocasio and Joseph, 2008, 257; Springer, 1973, 1177）。
②PPMと戦略事業計画
　戦略経営システムでは，この SBU 組織を基盤に戦略事業計画を策定する。戦略事業計画は，
GNP より高い成長の実現という長期的目標や企業の短期的な目標値，また事業資源の効率的
配分といった点を実現するために，開発された新しい経営計画システムである。その中核に
PPM という分析手法が据えられた。PPM は，ボストン・コンサルティング・グループ（BCG）
によって開発された戦略ツールであり，各事業の市場成長率（縦軸）と自社の相対市場シェア
（横軸）からなる二次元のマトリクス上に自社が保有する各事業を位置付け，全社的な戦略計
画における各事業が占める位置と目指すべきポジションを明らかにし，利益と成長のための適
切な資源配分を行なう指針を提供するものであった。GE は，これを改良し，9 つのセルから
なる独自のビジネス・スクリーンを開発した。
　この特徴は，成長率だけでなく，インフレや社会的要因など複数の要因からなる「事業の魅
力度」と，市場シェアに加えて技術的地位や公害などの要素からなる「事業単位の位置」とを，
それぞれ 3 段階に区分してできた 9 つのセルに事業を位置づける点であった。さらに，このマ
トリクスは，各セルを投資拡大，慎重選択，撤収・撤退の 3 つに分け，該当する事業の資源配
分を検討することで，GE 全体の事業ポートフォリオ管理のために利用された。
　GE では，この手法を用いながら本社で全社的な戦略計画を策定し，各 SBU の全社計画に
占めるポジションと目標・使命を分析する一方で，各 SBU でも同手法を利用しながら本社が
規定した項目（外部環境，競合企業，保有資源，代替戦略，今後 5 年間の設備投資，次年度の
戦略事業計画に基づく業務計画など）をもとに計画を策定した（坂本，1997，169-81；ロスチャ
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イルド，2007, 169-74; Aguilar, 1992, 411; Springer, 1973, 1179）。
③本社機能の拡大による統合
　ボーチから始まる戦略経営システムの導入は，本社のあり方を変えることになり，それまで
財務部分を評価してきた本社は，事業戦略を評価する役割も担うことになった。そのため，ス
タッフの増員，戦略策定と実行に関わる新たな委員会の立ち上げ，全社的目標や情報共有に始
まり，各戦略や人事レビューからなる年間評価システムの導入などによる本社組織の再編が行
なわれた。こうした本社を中心にした経営戦略の集権化は，当時の経営環境を背景にして，
1972 年から会長に就任したジョーンズによって精緻化されながら発展していった。
　1970 年代は，GE も含めた米国企業にとって非常に厳しい時期であった。第一次石油危機が
起こった 1973 年以降，1960 年代後半からのインフレーション傾向が，急激に加速し，翌年に
は 12% 達する一方で，失業率も同時に悪化していき，米国経済は深刻な景気後退に突入した。
実際，実質 GNP は 1960 年代から 70 年代までに 3.7% から 3.0% に落ち込んだ。こうしたスタ
グフレーションと呼ばれる状況の中で，米国市場での欧州や日本企業との競争も加わり，米国
企業の経営業績は落ち込んでいた（秋元，1995，227-28；宮田，2016，110-12; McCraw and 
Childs, 2018, 97）。
　ジョーンズは，インフレーション下での経営業績と財務体質の向上を目指して，戦略事業計
画に基づく事業の選択と集中を進めた。その過程で，映画供給・企画番組制作，都市開発，教
育事業などを売却する一方で，機能素材など高い成長が見込まれた R&D 成果の事業化に経営
資源を回した。この結果として，1970 年代初頭に利益の 80% を稼いでいた電機事業は，その
成長にもかかわらず 70 年代末には 47% を占める程度に低下し，素材，航空機エンジンや輸送
機事業の利益が，それぞれ 6% から 26%，10% から 16%，4% から 10% を占めるまで成長した。
また，そうした戦略的な資源配分の象徴として 1976 年のユタ・インターナショナル社の買収
があった。ジョーンズは，GE の事業ポートフォリオに加えるべき安定した高収益事業を探す
中で，電機とは全く異なる鉱物資源事業によって高収益・高成長していたユタ社買収の機会を
見つけ，高い ROI と一貫したポジティブなキャッシュフローから，21 億 7000 万ドルでの買
収を決断した。
　この当時の米国企業史上最大の企業買収は，GE の組織構造を再編させる契機となった。
ジョーンズと副会長たちは，当初から SBU の戦略計画のすべてに目を通し評価していたが，
本社にとってそれに割く作業と時間が大きな重荷となっており，さらにいえばその作業によっ
て 40 以上の異なる事業を深く理解できないと感じていた。そこに，全く異なる天然資源事業
が入ることで，さらなる負荷が当然予想された。そこで，ジョーンズは，各事業グループを統
轄単位として事業セクターを置いたセクター制を導入した。各 SBU は所属するセクター長に
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戦略計画を提出し，6 つのセクター長はそれをもとに各セクターの戦略計画を策定し，本社は
その 6 セクターの戦略計画を評価するように再編した。また本社とセクターや SBU のインター
フェース機能を担っていた従来の委員会と年間評価システムを刷新して，人事レビューと戦略
計画，戦略計画と資本予算，経常予算と戦略計画や長期予測との相互の繋がりをより強めるこ
とで，財務的見通しを容易にし，財務重視の経営を推進した。そして，SBU マネジャーの業
績評価と年間ボーナス制度をきめ細かく設定するとともに，中核人材を，トップを目指せる上
位 20％，標準レベルの中位 70%，能力改善または退社する低位 10% という 3 分類の人材ポー
トフォリオを導入し，企業目標に貢献するようなマネジャーの人材管理システムを制度化した
（坂本，1997，181-89；ロスチャイルド， 2007, 180-93; Aguilar, 1992, 412-18; Ocasio and Joseph, 
2008, 258-59; Fombrun, 1984, 426-27）。
　GE は，このように「大きな」本社組織を中心にした戦略経営システムによって，多様な事
業を統合的に経営することに成功し，利益率を 6% 台まで向上させた。しかし，一方で，「分
析まひ症候群」と揶揄されるように，必要な会議と面倒な書類や手続が増大して，組織に官僚
制の弊害をもたらし，戦略の実行力を低下させ，「重い」組織にもなっていった。
（3）選択と集中の追求
①ポートフォリオの転換
　1979 年の講演でジョーンズは，「GE が 1980 年代に向けた大規模な革新，生産性の向上，事
業開発に乗り出しており，我々は，大胆で企業家のような戦略を成功へと導くために財務的資
源を強化してきた」と述べながら，GE が国内経済よりも高く，持続的な利益成長できる位置
にあると，将来の明るい見通しを宣言した。そしてこの企業家的な戦略を実現するために彼が
後継者として指名したのが，若干 45 歳とまだ若く，生意気で，社内で傍流を歩み，異端視さ
れてきた，つまり自分とは全く異なるタイプのジャック・ウェルチであった。1981 年に CEO
となったウェルチは，レーガン政権以降の新自由主義的な経済政策による規制緩和とクリント
ン政権下での「ニューエコノミー」の流れの中で，2001 年の退任までの 20 年の間に，「ハー
ドウェア」と「ソフトウェア」の両面から GE を変革していく。（安部他，2002，269；ロスチャ
イルド，2007, 198-99; Aguilar, 1992, 419）。
　1980 年代最初の 10 年は，事業ポートフォリオや管理組織を中心とした「ハードウェア」の
再編成であった。まず，事業構造は，ウェルチがドラッカーから「『まだその事業に経験がな
いと仮定して，これから改めて新規参入するつもりがあるか』。答えがイエスなら『その事業
に対してどのように取り組むつもりなのか』。」という質問と彼自身の経験から考えついた「ナ
ンバーワン・ナンバーツー」戦略を通じて，リストラクチャリングされた。そこでの事業の「選
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択と集中」の原則は，①高収益で高い成長が見込める事業，かつ②業界のトップか第 2 位にな
れる事業でなければ，「再建か，売却か，さもなければ閉鎖」するというものであった。例えば，
トースターなどの小型家電は，市場シェアトップになったとしても，激しい競争と低い価格交
渉力から，将来高い成長を見込めないため，売却対象となる一方で，金融サービスは巨大な市
場であり，高い成長も見込めることから，ニッチ市場でトップか第 2 位のシェアを獲得できる
として，重要事業に位置づけられた。そしてウェルチは，GE の事業を，ハイテク（ファクトリ ・ー
オートメーション，医療システムなど），コア（重電，大型家電，照明など），サービス（金融，
情報・放送，原子力など）という 3 つに分類し，小型家電や天然資源などそのいずれにも入ら
ない事業を売却対象とみなした。
　これら事業は，ジョーンズ期の終わりに検討されていた成長事業の延長上にあり，基本的に
は PPM あるいは PIMS といった分析手法に将来性というダイナミックな要素を加えた基準か
ら選択されたものであった。しかし，ウェルチと過去の CEO の違いは，彼が M&A&D を通
じて，「選択と集中」をドラスティックに追求できた点であった。実際，1982 年度までに 118
件の買収，合弁事業，新会社設立を完了させ，83 年度に 62 件，84 年度に 52 件の買収，合弁
事業，資本参加を実施した一方で，81 年から 84 年度までに 155 件の事業を売却した。また，ウェ
ルチの在任期に GE や関連会社が関与した買収と売却は，それぞれ 593 件（発表件数 788）以上，
258 件（発表件数 362）以上にのぼり，GE 史上最大の事業構造の刷新が行なわれた。こうし
た事業再編は，80 年に売上高の 85% を製品販売から得ていた製造業中心の構成から，2000 年
にはその 70% をサービス関連事業から稼ぐサービス業を基盤にした構成に転換させた。特に，
金融サービス事業は，その割合を 1988 年の 20.6% から 2001 年の 45.1% へと成長させ，GE の
金融サービス業化が際立つものであった（ウェルチ，2005a，190；坂本，1997，204-18；谷口・
長谷川，2008，163-66；ロスチャイルド , 2007, 202-07）。
②経営組織の改革
　ウェルチは，こうした事業構造の再編とともに，組織の「ハードウェア」といえる管理構造
の刷新も同時に着手した。ウェルチは，工場の現場の社員から会長までの間に 12 もの階層が
あるピラミッド構造をした官僚的組織を，スリムで機敏な組織に生まれ変わらせたかった。そ
のため，SBU とセクター制（さらにグループとオペレーション）からなる複雑な管理構造を
1986 年までに段階的に廃止し，上級副社長（一部は社長兼 CEO）をトップとする「ビジネス」
という新しい事業単位から 14 の主要事業部門に再編された。これは 1970 年代初頭に提案され
るも，実施に至らなかった SBU を中心にした組織再編と考えられる。実際，この再編の過程
で本社スタッフの役割と戦略計画策定プロセスが大きく変わった。
　本社スタッフを中心にした戦略計画立案を取り止め，それを各ビジネスに策定させるととも
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に，各ビジネス長にウェルチと同様の予算執行の権限を与えるよう分権化した。その結果，各
ビジネス長は，自ら目標を設定し，予算を要求し，予算の全責任と支出権限移譲の判断をもつ
ことになり，経営陣はそれら要求された予算に対して資金を配分する役割を担うよう変更され
た。このため，本社スタッフはこれまでの審査し，検査し，承認を与えるという役割から，各
部門の手助けや支援する役割に変更され，例えば 1980 年に 200 人いた戦略計画スタッフは，
84 年には半分に縮小した。さらに，部門長は，会長であるウェルチと二人の副会長に直接報
告するようになり，戦略的な意思決定の過程はスピードアップされ，これまで 1 年かかってい
た主要な投資決定も数日でできるようになった。その後，1992 年には各「ビジネス」長は，
上級副社長から社長兼 CEO に名称が変更され，社内カンパニー制に近い管理運営となった。
　しかし，ウェルチが廃止したセクター制を中心とした管理構造は，多様な事業部門に共通の
枠組みを与え，巨大な企業体である GE をひとつに統一する機能を果たしていた。この廃止は，
それに変わる共通の枠組みの必要性を意味した。ウェルチは，1986 年にコーポレート・エグ
ゼクティブ・カウンシル（CEC）というジョーンズが設置した会議を刷新して，新 CEC にそ
の役割を与えた。CEC は四半期に一度開催され，会長と副会長，ビジネス長，執行役員など
の 30 名程度が参加し，GE にとって最も重要な問題を議論し，情報やベストプラクティスを
共有する機能を担った。ウェルチは，CEC を通じて，部門長に他部門への関心をもたせ，ま
た彼の考えを浸透させ，戦略を調整し，事業を寄せ集めたコングロマリットではなく，各ビジ
ネスが共有する経営知識で一つになった「統合された多角化企業」を目指した。（安部ほか，
2002，271；ウェルチ，2005a，171 及び 325-28；坂本，1997，223-24；谷口・長谷川，2008，
167；ティシー他，1994，236-37；ロスチャイルド，2007, 202-07）。
　1980 年代後半からウェルチは，こうした経営組織の「ハードウェア」改革から，企業文化
などの「ソフトウェア」の改革に乗り出し始めた。彼は，就任時から，願望ではなく徹底した
現実を理解し，製品・サービスに誇りが持てる品質を目指す努力をし，積極的に新しい挑戦を
するという目に見えない「ソフト」の価値観を「ハード」と融合することで，GE を適応力に
優れ，行動が機敏な企業にできると考えていた。この取組みの一部は，CEC による上級マネ
ジャー間の価値観の共有であるが，それより下のマネジャーや一般従業員に対しても企業価値
を共有するための方法として，企業内大学のクロトンビル研修所と新しい施策であるワークア
ウトを活用した。
　まず，1956 年に設立されたクロトンビルの全面改修とプログラムの刷新を行ない，マネ
ジャー教育を MBA 的な教育から，実際の GE の問題や経営戦略を議論するカリキュラムに変
更し，ウェルチも実際に講義し，またマネジャーの昇進や人事評価に一部連動させて，社内に
おいて重要な役割を担わせた。この過程で，研修対象者を拡大させ，1988 年頃までには毎年
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約 5000 人の社員が研修に参加するようになっていた。この試みは，参加者のマネジャーにウェ
ルチのビジョンや GE の重要な問題を浸透させることに大きく貢献した。さらに，ウェルチは，
このクロトンビルの自由に意見を出し議論できる「オープンな雰囲気」を，マネジャーだけで
なく一般従業員にも広げるため，ワークアウトという取組みを 1989 年から本格的に始動させ
た。
　それは一種の「タウン・ミーティング」のようなもので，社外の会議場に職位を問わず 30-
100 人の関係する従業員が普段着で集まり，部署の問題点やその具体的解決策について話し合
い，マネジャーがその場で提案の 75% を「イエス」か「ノー」の明確な答えを出すというも
のである。これにより，不必要な仕事を除去するだけでなく，相互信頼を築き，権限の移譲を
進め，官僚体質の弊害や圧迫感が取り除かれていった。その後，ワークアウトは，各部署・各
国の拠点に広がり，事業部門間や顧客やプライヤーを含めた試みも行なわれ，組織全体に浸透
していった。これは，組織構造の改革による垂直的な意思決定の迅速化に対して，水平的な情
報の共有と協働を追求したといえる。そして，1990 年代のウェルチは，ワークアウトを中心
とした企業文化の改革によって，社内の各部門間の壁や顧客やサプライヤーの外部との壁を取
り払い，社内のどこかで生まれたアイディアを他に伝達できる「境界のない企業」の構築を推
進し，「統合された多角性」を深化していった（ウェルチ，2005a，289-316；坂本，1997，239-
45；谷口・長谷川，2008，167-69；ロスチャイルド，2007, 219-20）。
③イニシアチブによる統合
　ウェルチは，改革の中で事業戦略の権限などを分権化する一方で，コーポレート・イニシア
チブを示し，各事業部門やマネジャーに対してその実現を求めた。イニシアチブとは，全社的
に取り組む課題として経営陣をはじめ GE 従業員がコミットメントする方針のことである。
ジョーンズ期にもそうした方針はあったが，ウェルチはそれを明確に内外に示し，徹底するこ
とを求めた。具体的には，1980 年代ではナンバーワン・ナンバーツー，ワークアウトやグロー
バル化，1990 年代にはサービス，シックスシグマ，E ビジネスなどがそれにあたる。ウェル
チを含めた経営陣は，こうしたイニシアチブに対する各事業部門の業績達成度という評価を通
じて，人事評価や昇進に対してより大きく関わるようになった。ミドル・マネジャーたちは，「何
を管理したかではなく，何に貢献したか」から評価され，その成果に応じて報酬が決められた。
その中でイニシアチブへの貢献度が重視されたのである。また，マネジャーの報酬も変更し，
各部門の業績に連動させたボーナス等の奨励報酬の比重を高めことに加え，GE 全体の業績と
連動したストックオプションの対象者範囲を拡大させた。1980 年代は約 400 人の上級マネ
ジャーのみがストックオプションの対象者であったが，1989 年の 3000 人への権利付与を皮切
りに始まり，2001 年までに毎年 1 万 5000 人まで対象者を拡大し，1995 年には 2 万 2000 人，
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2000 年にはおよそ 3 万 2000 人がオプションを保持するまでになった。こうした人事評価シス
テムは，ウェルチの改革に貢献できないものを除外する一方で，イニシアチブ達成に向けたマ
ネジャーのインセンティブを大きく向上させ，GE の企業変革の原動力を生み出していった
（ウェルチ，2005a，323-24；ウェルチ，2005b，144；谷口・長谷川，2008，170；ロスチャイ
ルド，2007, 220-22; Ocasio and Joseph, 2008, 260-62）。
　こうした戦略的イニシアチブを基盤としたウェルチの経営は，本社の役割を 1970 年代の戦
略計画策定による計画立案と予算編成の調整の場から，戦略の形成と実践という戦略プロセス
の調整の場に変化させることで，組織をコントロールし，統合することを可能にしたのである。
（4）新たな伝統的経営の踏襲と修正
①内部成長の標榜
　20 年間にわたる GE の企業変革は，経営業績のあらゆる数値を過去最高に押し上げた。売
上高を約 5 倍，純利益を約 8 倍に成長させ，ROS を 6.1％から 9.8%，ROE を 19.5% から 28.7%
に伸ばし，ウェルチは 20 世紀最高の経営者と称賛された。その後継者として，2001 年 9 月 7
日に新 CEO に就任したのは，GE の再構築への挑戦を心待ちにし，情熱に燃えていた 45 歳の
若きジェフ・イメルトであった。しかし，前途洋々にみえたイメルトは，2000 年 IT バブル崩
壊の残響に始まり，9.11 米国同時多発テロ，エンロン・ワールドコム事件，リーマン・ショッ
ク，そして急速なデジタル化の進展にわたる経営環境の激変に対応しながら，新たな企業成長
の形を模索する難しい経営を求められた。
　2000 年代のイメルト体制は，改革ではなく，あらゆる方法を用いて効率化を追求したウェ
ルチ経営を受け継ぎ，それを損なうことなく，「内部成長（organic growth）」という新しい要
素を付加することを目指した。それは，生産性に加えイノベーションにより重点を置き，
M&A に頼らない成長を維持し，世界の GDP 成長率の 2 ～ 3 倍のペース（約 8% の成長率）
の達成を目指した経営であった（イメルト他，2006，39-40；谷口・長谷川，2008，171；ロスチャ
イルド，2007, 250-51）。
　そのために，まず R&D センターの改修と拡張に取り組んだ。イメルトは，2001 年から NY
州にあるリサーチセンターに 1 億ドル以上かけて改築し，さらに中国，ドイツ，インドにグロー
バル・リサーチセンターの開設と拡張を進め，R&D 予算は 2000 年の 22 億から 2005 年には
34 億ドルまで引き上げ，長期的な研究と特許取得がより奨励される体制に変更した。それと
並行して，膨大な事業を，成長の源泉（エネルギー，医療システム，インフラストラクチャー，
放送，輸送システム，商業金融，消費者金融）とキャッシュの源泉（一般消費者・産業向け製
品・サービス，事務機器関連支援サービス，素材，保険・投資商品）の二つに分け，M&A を
20-01-086　007　宮田憲一.indd   164 2020/03/05   16:22:01
―　GEの企業改革の歴史的経験，1892－2019：ネオ・チャンドラー・モデルに向けて 　― 165
通じた事業ポートフォリオの再編に着手する。例えば，多数の金融事業の買収に加えて，発電
（02 年エンロン・ウインド，ベントリー・ネバダ，03 年イエンバッハ），水処理（02 年ベッツ・
ディアボーン，04 年アイオニクス），放送（02 年テレムンド，04 年ユニバーサル），ヘルスケ
ア（04 年アマシャム，06 年 IDX システムズ），エネルギー（07 年ベトコ・グレイ），航空機
エンジン（07 年スミス・グループ航空宇宙事業）など金融，医療システム，メディア，グリー
ンビジネス関連インフラ事業に注力した企業買収を行なう一方で，保険事業（03 及び 05 年），
素材事業（06 年），プラスチック事業（07 年）を売却した（イメルト他，2006，41；谷口・長
谷川，2008，172；ロスチャイルド，2007, 235-47）7。
　こうした新技術開発と内部成長を踏まえた事業再編は，組織構造の変更も伴った。2004 年
にビジネス部門を 11 に再編後，2005 年にそれらを 6 領域に集約し，各領域のトップには，社
長兼CEOに加えて副会長職位が与えられ，以前のセクター制に近い組織となった。これにより，
会長室は，従来の会長と 2 名の副会長の 3 名体制から人数が増加し，イニシアチブ中心の組織
化や企業全体でのセールス活動の体制を整えた（ただし，副会長の人数は安定せず，変更され
ている）。また，企業のグローバル化の中で，新興国のビジネス機会に対するローカル化に対
応するために，ローカル・グロース・チーム（LGT）という独自ユニットを設置した。LGT は，
独自の戦略，組織，製品開発する権限が移譲され，独自の目標や評価基準を設定し，上級副社
長など経営陣の直属に置かれた，地域組織である。これにより，中国やインドなど成長の見込
める新興国市場の参入を加速させるだけでなく，新興国市場向けに一から開発した製品を先進
国市場でも販売し，新たな利用法を生み出すリバース・イノベーションを起こす組織的仕掛け
となった（イメルト他，2010，132-35；マギー，2009，195-206；Ocasio and Joseph, 2008, 
263）。
　イメルトは，こうしたウェルチ経営の修正を進めていく上で，彼と同様にイニシアチブによ
る方向づけを行なったが，具体的方針というよりもグランドデザインに近いものになった。例
え ば， 買 収 に 頼 ら な い「 内 部 成 長 」， 成 長 に 寄 与 し な い コ ス ト を 削 減 す る「 簡 素 化
（simplification）」，緑化や環境保護など複数の事業分野にまたがる問題に取り組む「エコマジ
ネーション（ecomagination）」などである。さらに，イメルトは，営業とマーケティングの強
化による企業全体の統合を目指した。それまで補助的な存在であったマーケティング部門を強
化するため，クロトンビルなどでリーダー養成プログラムを開設し，マーケティング・スタッ
フを新たに数千人採用した。また，一人の営業担当者が GE の全製品にわたる営業活動を行な
うエンタープライズ・セリングをより体系化し，営業面から企業全体の一体化を促すことを目
7　General Electric Company, Annual Report, various years.
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指した。これら活動に加えて，コマーシャル・カウンシルという会議を設置し，各事業部長か
らの提案の検討や成長戦略を評価する際，新たな事業，地域，顧客基盤を考慮するよう戦略策
定に修正を加えた（イメルト他，2006，44-45；コムストック他，2013，82-85；谷口・長谷川，
2008，172；マギー，2009，178；ロスチャイルド，2007, 244-47；Ocasio and Joseph, 2008, 
262-63）。
　こうしたイノベーションとマーケティング重視のイメルト経営は，IT バブル崩壊前ほど株
価は回復しなかったが，売上高純利益率ではウェルチが達成した水準を常に上回り，2007 年
には過去最高益を記録した。
②新たな製造業への回帰
　サブプライムローンの焦げ付きから始まり，2008 年 9 月のリーマン・ブラザーズの破綻を
契機にした世界的な金融危機は，イメルトに経営の転換を迫った。GE の中核事業であった金
融事業が大きな損害を受け，著名投資家ウォーレン・バフェットによる 30 億ドルもの優先株
引き受けや，120 億ドルの公募増資，さらに米連邦貯金保険公社による 1260 億ドルの社債保
障などによって，ようやく対処したほどであった。この結果，GE の評価は急落し，2008 年 1
月には 36 ドルであった株価は，2009 年 3 月には 7 ドルまで下がった。こうした状況とともに
金融危機をきっかけに国々の成長率にばらつきが生じたことで，イメルトは，米国国内よりも
高い市場シェアを獲得できる企業になるために，GEをデジタル・インダストリアル・カンパニー
に変革させようと，事業ポートフォリオと組織の改革に着手する（イメルト，2017，Loc 159-
169；中田，2017，8）。
　イメルトは，「ポートフォリオの幅を広げるのではなく，深味を増すこと」を目指した。まず，
事業は，産業インフラ部門に集中する形で，M&A&D を通じて大規模に再編された。2011 年
の放送事業 NBC，2015 年の金融事業，2016 年の大型家電などの売却にみられるように，たと
え主要部門であっても産業インフラに関連性の低い事業は売却される一方で，約 106 億ユーロ
（約 1 兆 2800 億円）という GE 史上最大の案件となった仏企業アルストム社の発電・送配電部
門（2015），石油掘削サービスのベーカー・ヒューズ社（2017）など関連事業を相次いで買収
した。また，2011 年に「インダストリアル・インターネット」として IoT を基盤にした製造
業のデジタル化を打ち出し，3D プリンタのモリス・テクノロジーズ（2012）やサイバーセキュ
リティのワールドテック（2014）など総額 30 億ドル以上を投じてデジタル事業を買収した。
こうした事業構造の再編は，それまでの水平的多角化から，垂直統合や各事業の共通基盤とな
るデジタル事業の構築といった垂直的多角化による企業成長を目指したものであったといえ
る。
　事業再編と並行して，組織においても大きな転換が図られた。イメルトは，先進国経済が年
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率 4% で成長する時代が終わるため，成長率の高い国や地域への事業拡大をさらに重視した。
それは，2011 年のグローバル・グロース・オーガニゼーション（GGO）の設置と，その翌年
のマトリックス組織の導入という組織改革によって実行された。イメルトは，各地域のヨコの
組織をタテの組織と同等に位置付けにし，管轄地域内の営業，マーケティング，R&D，製造
に責任を負わせた。そして，GGO に独自の予算を与え，新興国における全事業分野の損益責
任を負わせて，GGO を中心にした国際事業体制にしたのである。こうした地域と事業部を横
断的に束ねる組織改革によって，2010 年には 100 カ国前後であった進出先は，約 180 カ国に
のぼり，海外の従業員数は 2010 年 15 万 4000 人（全体の 54%）から 2016 年 19 万 1000 人（同
65%）へと増加した。この現地組織への大きな権限移譲は，戦後から続いてきた垂直的分権化
ではなく，水平的分権化による新たな組織構築を意味した（イメルト，2017，Loc 119, 138, 
147, 169 及び 283；グラティ，2017，52；『日本経済新聞』2014 年 5 月 21 日）8。
③デジタルによる統合
　イメルトは，こうした産業インフラでの IoT や複雑なマトリックス組織などを経営管理す
る上で，ソフトウェア開発を強化した。2011 年にシリコンバレーにソフトウェア研究開発部
門であるソフトウェア・センター・オブ・エクセレンスを開設した。同センターは，それまで
の各事業部の IT エンジニアによる組み込みソフトウェア等の個別開発ではなく，全社的に一
貫したソフトウェアのための部署として設置された。その最大の成果は，2013 年に開発され
た社内向けの共通ソフトウェア・プラットフォームであるプレディックス（Predix）である。
　Predix は，それまでの各製品や事業部ごとのアプリケーション開発や稼働を止め，それら
を共通ソフトウェア基盤で行なうために開発された，GE 専用の OS として始まった。その後，
並行して開発されていた Predicivity というアプリケーション製品群，産業機器から収集した
ビッグデータの分析のために開発されたミドルウェアなどを併せて整備され，産業用ソフト
ウェア・プラットフォームとして発展していった。これにより，製造業のデジタル化において
重要なアプリケーション開発やセキュリティ対策の効率化に成功した。そして，この成果を受
けて，2015 年にイメルトは，「デジタル・インダストリアル・カンパニー」というイニシアチ
ブ掲げるとともに，ソフトウェア・センターと各事業部門のソフトウェア開発部を統合し，デ
ジタルサービスやプラットフォームを販売する新しい事業部門である GE デジタルを設立し
た。また同年，Predix の機能を公表し，翌年からプラット・フォーム・アズ・ア・サービス（PaaS）
として，Predix を社外向けクラウド・サービスとして提供を始めた。そして，GE デジタルは，
どの事業部とも関連をもつ水平的な部門として，イメルト改革の象徴的な組織となった。
8　「イメルト氏，執念の大勝負」，『日本経済新聞』2014 年 5 月 21 日。
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　このデジタルを中心にした事業と組織の再統合は，様々な制度の変更や追加をもたらした。
例えば，ウェルチが始めた CSA（Contractual Service Agreement）を進化させ，故障したら
修理するというサービス契約から，データに基づき顧客の生産性を高めるソリューション提供
というサービス成果を重視するために，マーケティング部門に新ポストやコマーシャル・セン
ター・オブ・エクセレンスという部署を設置した。また，新たなイニシアチブとして，ワーク
アウトをさらに発展させた「GE ストア」や IT ベンチャー企業のような製品・事業開発を目
指す「ファストワークス」等を提示した。さらに，1970 年代以降 GE の代表的な人事評価シ
ステム（e.g. セッション C や 9 ブロック）を簡素化し，より柔軟性をもたせた
　こうしたデジタル技術とグローバル化を中心にしたイメルト改革は，GE の収入構造を大き
く変えた。2006 年では非製造業部門が売上高の 4 割を占めていたが，2016 年は 91% を産業機
器事業が占めるまでになり，GE はコングロマリットからデジタル製造企業への変革に成功し
たのである。（イアンシティ他，2015，Loc 131, 177 及び 222；イメルト，2017, Loc 388-400；
熊谷，2016，90-98 及び 116-21；谷口，2019，99-100；中田，2017，45-73）。
5．内部から外部経営者への転換
　イメルトは，2010 年代の変革をおおむね果たし，21 世紀型の持続的成長に向けて自信を持っ
ていた。確かに PER（株価収益率）は過去 10 年間で 40 倍から 17 倍へと下がり，株価は低下
したが（図 1 参照），インカムゲインである株主に対する配当は，イメルト就任以前の 110 年
間の累計を上回る額を支払ってきた。中核事業分野の収益は，在任中に 3 倍となり，市場シェ
アも過去最高水準にあり，財務業績は同業他社を凌いでいた。そうした中，GE は，イメルト
の 2017 年 7 月の CEO 退任を発表した（イメルト，2017，Loc 400-412）。
　この退任劇の背景の一つに，アクティビスト・ファンド（物言う株主）で有名なトライアン・
ファンド・マネジメントの存在が指摘されている。GE は，2015 年に金融事業の売却と事業縮
小に伴う費用が膨らみ，最終的に 61 億 4500 万ドルの損失を計上することになった。その年に
トライアンは，GE の発行済株式の 1.5% にあたる 25 億ドル相当の GE 株を購入したのである。
トライアンは，当時「GE で変革が進行中……だが，誰も関心がない」とタイトルをつけた報
告書の中で，イメルト GE が株価と配当金の引き上げに十分な対応を取っていないため，GE
の株が過小評価されていると指摘した。これを解決するためには，コスト削減によって営業利
益率を 18% に引き上げ，計画していた 500 億ドルの自社株買いの額をさらに引き上げる必要
があると考えていた。しかしイメルトは，それにより株価は適正となり，投資価値も上がるか
もしれないが，負債とコスト削減によって GE の長期的なイノベーション投資に悪影響がでる
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可能性を懸念していた（熊谷，2016，48-49；ブランク，2017）。
　そうした中で，業績悪化の責任を問われ，イメルトは退任となった。イメルトの後任として
金融事業でキャリアを歩んできたジョン・フラナリーが指名された。フラナリーは，就任の 2 ヶ
月後にはトライアンの創設者の一人で最高投資責任者（CIO）を務めるエド・ガーデンを取締
役に迎え，株価重視の経営姿勢を示した（『日本経済新聞』2017 年 10 月 10 日）9。さらに，フ
ラナリーによれば，「あまりにも楽観的な見通しが前提だった」電力事業の不振，利益の出な
いデジタル部門，社有車を利用できる幹部層の野放図な拡大といったイメルト経営の負の側面
を批判し，新たな企業改革の必要性を説いた（『日本経済新聞』2018 年 1 月 17 日）10。実際，
Predix は外部企業には使いにくい面があり，2017 年 12 月期の売上高は約 5 億ドルに留まり，
イメルトが掲げた 2020 年にソフト事業の売上高を 150 億ドルにするという計画はほぼ達成不
可能になっていた。また，2018 年 1 月には一部の残っていた GE キャピタルの保険事業の資
産の再評価から，巨額の費用計上が必要となり，保険事業で 62 億ドルの特別費用を計上する
事態となっていた。この費用計上に対して，GE を評価していた投資家であり保険事業も手が
けるバフェットでさえ，「あまりにも大きすぎる」と述べ，GE の会計手法について疑問を示
した（『日本経済新聞』2018 年 2 月 28 日）11。こうした不信感は以前から一部の投資家にあっ
図 1　NYSEにおけるGEとジーメンスの株価推移，1994 年 1月－ 2019 年 9月
（出所）Mergent Online より作成（アクセス日：2019 年 12 月 22 日）。
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9　「GE，物言う株主から異例の役員受け入れ」，『日本経済新聞』2017 年 10 月 10 日。
10　「名門 GE，解体も覚悟　イメルト路線を否定」，『日本経済新聞』2018 年 1 月 17 日。
11　「GE，『虚像』では踊れない」，『日本経済新聞』2018 年 2 月 28 日。
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たが，イメルトの示す変革や選択と集中といった経営戦略に注目が集まり，「利益の質」につ
いては複雑な情報開示から理解しにくい状況になっていたことで，目立ちにくかった。
　しかし，そのフラナリーは，3 四半期ぶりに最終黒字となった 4-6 月期決算とともに「戦略
の見直しが完了した。構造改革へ前進している」と自信を見せた 2018 年 7 月の 2 ヶ月後に，
突然退任となった。その背景には，米国でのガスタービンの不具合に対する対策費などによる
損失，そして買収したアルストムの業績悪化から「のれん」の減損処理などで 230 億ドル（約
2 兆 6000 億円）の損失があった。こうしてフラナリーは，ウェルチの金融事業拡大とイメル
トによるデジタル事業や電力事業拡大の影響が尾を引く中で，1 年間という GE 史上最も短い
在任 CEO として，GE を去った。そして新たな CEO として，初の外部出身経営者として，同
年 10 月にローレンス・カルプが 4 年契約で就任した。契約の報酬内容は，9 割が成果反映型で，
就任時の株価を 50% 上回るごとに株式報酬が得られるというものである（Wall Street 
Journal, October 5, 2018）12。カルプは，2019 年を「リセットの年」と位置づけ，電力事業で
の従業員 15% の削減計画，ダナハーへのバイオ医薬の検査機器事業などの売却，約 2 万人の
米国従業員の企業年金の凍結など，財務再建策を相次ぎ打ち出している（『日本経済新聞』
2019 年 10 月 8 日）13。こうしたリストラクチャリングは，2019 年 10~12 月期決算で，主力の
電力部門が 2 四半期ぶりに営業黒字に転換するなどの成果をみせ，カルプによれば「19 年は
財務目標を前倒しで達成」している（『日本経済新聞』2020 年 1 月 30 日）14。
6．変化する戦略と組織の接合：ネオ・チャンドラー・モデル構築に向けて
　以上のような GE の長い経営の歴史と変化の傾向は，チャンドラー・モデルの視点からは，
どのように整理できるのだろうか。以下では，まずチャンドラ ・ーモデルについて概略した後，
同モデルに対する GE の歴史からの示唆について議論する。
（1）チャンドラー・モデルの変化
　すでに述べたように，チャンドラー・モデルは，実際のところ変化している。まず，安部
（2019b）によれば，前期モデルは，図 2 に示されるような経営戦略と管理組織の関係から規
定される 15。詳細な説明は，安部（2019b）あるいは塩見（2009）に譲るが，前期モデルにお
12　“GE Is Making a $300 Million Bet on Its New CEO,” Wall Street Journal, October 5, 2018.
13　「GE の 10 ～ 12 月期，電力部門が黒字転換　株価急騰」，『日本経済新聞』2020 年 1 月 30 日。
14　「GE，米従業員 2 万人の年金凍結　最大 8500 億円債務削減」，『日本経済新聞』2019 年 10 月 8 日。
15 　ただし何がチャンドラー・モデルの本質かは研究者によって見解がわかれる。例えば，森川英正は，事業
部制導入ではなく，経営者企業こそがそのエッセンスだと発言している（安部，2019b，190）。
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いては，垂直統合戦略から関連多角化戦略へと展開する中で，階層制組織（i.e 事業部制）の
採用による管理的調整を通じて，経済効率が出現し，企業成長が達成されるという枠組みがそ
の根幹をなすと考えられている。1990 年代以降，チャンドラーはこの基本的な枠組みを維持
しつつも，新たな概念を導入しながら，その力点を修正させている。
図 2　前期チャンドラー・モデル
（出所）安部悦生（2019b）『経営史学の方法』，190 頁。
（注）安部によると，点線内がチャンドラー・モデルの 1 つの解釈とされる。
　1990 年代以降の修正モデルを便宜的に後期チャンドラー・モデルと呼ぶ。ここで後期チャ
ンドラー・モデルと呼ぶものは，次のようなものである 16。主に Chandler（2005a, 2005b）の
考察から構築された枠組みであり，エレクトロニクス，コンピュータ，化学，製薬という各ハ
イテク産業における主要企業の成功と失敗について，学習経路という視点から組み立てられた
モデルである。同モデルの根幹は，統合学習基盤（integrated learning base）という，産業に
おける企業の知識創造や活動経験を方向づける構造や基盤といえるものである。チャンドラー
は，市場経済における産業企業の競争力を，製品に関係づけられた技術，職能，経営のそれぞ
れ の 知 識 と 経 験 を 基 礎 に し た 各 能 力 か ら な る 習 熟 組 織 能 力（learned organizational 
capabilities）に求めた 17。新産業が形成される過程において，一番手企業（first movers）は，
新たな製品を商品化するために，各国経済で規定されたそうした知識や経験の学習経路の下で，
あらゆる投資を通じて必要な各組織能力を獲得していき，それら特定の技術，職能，経営の各
16　後期モデルについては，安部（2009，2019b），塩見（2009），橋本（2007）も参照のこと。
17 　各能力とは，技術能力，職能能力（開発能力，生産能力，マーケティング・販売能力），経営能力である。
また learned organizational capabilities を学習組織能力と訳している場合もみられるが，learning と learned
の違いを明確にするため，ここでは「獲得」の意味合いをより重視して「習熟」と訳した。なお，この訳語
は宇田理青山学院大学教授からご教授頂いた。ここに記して感謝したい。
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組織能力を一つの塊として統一した統合学習基盤を形成する。この基盤の構築は，同時にその
新産業の参入障壁の構築を意味する。この一番手企業の基盤形成に対して，ファスト・フォロ
ワーのように素早く追随し，一番手企業と同様の新たな知識や経験の獲得を可能とする統合学
習基盤を持った挑戦者企業のみが，新産業に参入できる。こうして類似した統合学習基盤をもっ
た一番手企業と挑戦者企業をあわせて中核企業（core companies）と呼び，これら中核企業間
の競争は，さらなる参入障壁を構築するとともに，同産業における戦略の境界を方向付け，そ
の結果として同産業の成長の限界を決定するというものである。
　また，中核企業間の競争の過程で，製品生産や販売に必要となる資本設備と原材料の供給者，
専門研究員，販売業者，広告業者，金融，技術，その他サービス提供者といった支援企業との
密接な関係を意味する相互補完的企業の「支援の束」（a supporting nexus of interconnected 
and complementary enterprises）が生まれ，産業基盤（infrastructure）が形成される（Chandler, 
2005b, 8）。これら供給者は，大中小企業様々であるが，競争ではなく，重要あるいは特殊な
製品やサービスの供給者であり，通常，一番手企業や中核企業に成長することはない（Chandler, 
2005b, 285）。
　こうした産業基盤が形成され，競争のルールとプレイヤーが決まる中で，王道戦略（virtuous 
strategy）と事業部制組織を採用した企業が，持続的競争力を獲得するとした 18。つまり，関
連製品の多角化への再投資と関連製品の商品化のための新たな学習・知識獲得をともなう王道
戦略と事業部制の採用によって，規模と範囲の経済性が最大化され，さらに参入障壁を構築で
きるとした。その理由として，規模の経済性は，統合学習基盤を通じて商品化された製品の「通
量（throughput）」の速度と量を増加させ，単位費用を下げることで実現されるからである。
また範囲の経済性は，通量が R&D だけでなく生産やマーケティングにまで拡大し，複数の製
品ラインで同じ材料，設備，人材，知識を利用し，通量が伸びれば，増すためである。
　チャンドラーは，Nightingale（2000）を引用して，そうした生産における静態的な範囲の
経済性だけでなく，さらに知識や学習における動態的な範囲の経済性の存在により，王道戦略
と事業部制組織を採用する企業が競争力を獲得すると考えている。製薬産業における範囲の経
済の分析をおこなった Nightingale（2000）によれば，生産における静態的規模と範囲の経済
性とは，「生産能力の増加，生産の範囲の増加，速度の経済性，産出価値の増加，規模の経済性」
を指し，知識における動態的規模と範囲の経済性とは，「失敗数の減少，通量の変動の減少，
18 　安部によると virtuous には単なる「良い」という意味ではなく，「徳」という意味合いが含まれていると
のことであった。そこで，ここではチャンドラーが考える
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
「最も正統な」成長戦略という意味合いを込め「王
道」と訳している。ちなみに安部（2019b）では「成功軌道戦略」という訳語が当てられている（安部，
2019b，193）。
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開発時間の短縮，品質の改善，研究開発中の薬剤における製品数の増加」を指す（Nightingale, 
2000, 327）。そして，チャンドラーは，こうした知識や学習の動態的規模と範囲の経済性がよ
り重要になっていると指摘しながら，エレクトロニクス産業における生産の規模と範囲の経済
性の事例にインテル，知識の規模と範囲の経済性の事例としてマイクロソフトを挙げた
（Chandler, 2005b, 306）。
図 3　後期チャンドラー・モデル
（出所）Chandler （2005a, 2005b）及び宮田（2016）をもとに筆者作成。
　ここまでの後期チャンドラー・モデルの枠組みは，図 3 のように整理できる。こうした晩年
のチャンドラーの枠組みは，それまでの企業単体の成長のモデルに対して，企業間の競争や協
調・支援，そして産業の発展といった要素が加わっているといえる。これは，前期モデルの個
別企業の管理的調整を基礎としながらも，企業や諸機関の関係を重視したアーサー・コールの
いう経営気流（entrepreneurial stream）あるいはマイケル・ポーターのクラスターに近づき，
モデルの対象範囲を拡大したとみることができる 19。
　こうしたチャンドラーによるチャンドラー・モデルの変更の一方で，チャンドラー学派の研
究者自身も，前期モデルを踏まえて独自のモデル構築を試みている。その代表が，その研究活
動初期から現在に至るまで一貫してチャンドラー・モデルに言及している安部悦生である。こ
こからは，安部の近年の研究から，チャンドラー自身とは異なった同モデルの拡張を検討する。
　安部は，安部（2004）などでチャンドラー・モデルの限界やポスト・チャンドラー・モデル
についてたびたび論じてはいた。同モデルに対する独自の見解が著作として本格的に展開され
19 　コールとポーターの類似性については大東英祐ほか（2007）を参照。また，一般的にコールの
entrepreneurial stream は，「企業者的流れ」「企業者的な流れ」と訳されるが，ここでは大河内暁男の
entrepreneurial perception に対する経営構想力という訳語を参考に，経営気流と意訳した。
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ていく目安は，安部（2007）や安部（2009）などの 2008 年前後からということができる。そ
れ以降，20 世紀後半の時代変化にモデルが適合しなくなったという論調（安部，2004，65）
から，チャンドラー・モデル自体に批判の言及が及ぶ。例えば，チャンドラーが『経営戦略と
組織』において戦略と組織の相互作用を考察することにあったという言及に対して，安部は戦
略が管理組織を決定するという考えの有効性を主張し（安部，2019b，64），またチャンドラー
の組織能力概念の範囲の広さに対しては，戦略的能力である経営能力と組織能力の区別を提起
した（安部，2019b，72）。一方で，自身と同様の視点からポスト・チャンドラー・モデルを
議論しているとしたリチャード・ラングロアの見解を検討しつつ，ネットワーク・脱統合・専
業への転換というラングロアの見解は現実の一面しか捉えていないと批判し，現実には大統合
多角化企業と市場企業的性格を持つ新興企業との併存という後期チャンドラー・モデルに通じ
る主張を展開する（安部，2019b，213 及び 221-22）。こうした中で，安部が最終的に提示した
点が文化であった。
　安部は，チャンドラー・モデルにおいて文化的要素の欠如を指摘し，経営戦略に影響する企
業組織に対して直截な影響を与える企業文化の重要性を提起する（安部，2016，2-3 及び 7）。
加えて，GM のアルフレッド・スローンなどの 20 世紀のチャンドラー的大企業論とは大きく
異なる経営者といえるアップルのスティーブ・ジョブズを取り上げ，彼に 19 世紀的なカリス
マ経営者との類似性を見出し，産業の発展を取り扱った後期チャンドラーとは異なり，アップ
ル内の独自の経営的特徴の重要性を指摘しながら，企業の経営管理を重視し続けた（安部，
2017，23）。そして，経営文化の国際比較の考察から，経営の発展方向を決める上での文化の
決定的重要性を述べるとともに，前期モデルに独自の修正を加えた拡張チャンドラー・モデル
を示すのである（安部，2019a，344-45；安部，2016，3）。これは，前期チャンドラー・モデ
ルを批判的に継承しながら，トマス・コクランの社会的動機付けとしての文化的主題（cultural 
theme），中川敬一郎の文化構造，あるいは経営史研究における安部の実質的な指導教官とい
える米川伸一の経営風土に連なる要素を導入したといえる（コール，1965，25；中川，1987，
3-7；米川，1978，3-10）20。
　以上のように，前期チャンドラー・モデルを継承しつつも，チャンドラー自身は組織能力概
念をより深めた統合学習基盤から企業・産業発展の違いを論じる一方で，安部は企業組織に影
響を与える文化から企業・経営発展の分岐を論じる形で発展させたといえる。これは，両者と
もに組織に関する「ハード」から「ソフト」に関心を移したことに類似点を見出せるが，チャ
ンドラーが組織能力の効果（あるいは結果）に着目したのに対し，安部は組織能力の形成要因
20　中川の文化構造と米川の経営風土の比較検討については，坂本（2010）を参照。
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（あるいは原因）に注目したと整理できよう。
（2）GEの歴史的経験とネオ・チャンドラー・モデルの可能性
　それでは，GE の戦略と組織の歴史的経験は，これまで述べてきた後期チャンドラー・モデ
ルと拡張チャンドラ ・ーモデルを中心にした議論とどのように関係づけられるだろうか。まず，
前者を踏まえた GE の説明は，次のようになる。GE は，その創設から 1960 年代まで，電力の
ビナイン・サークルという戦略思想の下で，王道戦略の展開と事業部制の導入を実行してきた。
これにより，米国電機産業における戦略の境界が規定され，またもう 1 社の一番手企業であっ
た WH との寡占競争を展開させながら，参入障壁を築かれ，米国の電機産業の成長の限界が
設定され，学習経路と成長の方向性が決定された。1970 年代以降，GE は，電機産業の成長の
限界と外国企業との国際競争に直面した。その限界から脱却するために，ジョーンズ以降の経
営者たちは，王道戦略を止め，選択された事業への非関連多角化，そうした事業の統合とベス
トプラクティスなどを通じた経営能力からのシナジー効果を目指して，本社組織の刷新に取り
組み，企業成長を目指したのである。つまり，GE の 1970 年代以降の経営の在り方は，明ら
かに後期チャンドラー・モデルにおいても，説明が十分にできない変化であった。
　一方で，後者の安部による「（企業）文化→企業組織→経営戦略→管理組織―（組織体質）
→経営行動」という拡張モデルは，1970 年代以降について説明できる。つまり，1970 年代以
降の株主反革命の中で GE は，財務体質の強化と企業成長自体を追求していった。その中で，
特にウェルチ改革における企業文化の刷新，ストックオプション対象者拡大を通じたマネ
ジャーの企業組織への組込みによって，事業ポートフォリオの大幅な刷新による成長を実現し
た。そして，アクティビスト・ファンドが参加した企業組織の影響から，2017 年以降の内部
経営者から外部経営者への転換による経営戦略の変更がなされたのである。しかし，この説明
は，1970 年代以降の大企業の変化は説明できる一方で，それ以前の大企業成長については依
然として前期チャンドラー・モデルに拠っており，GE の変化に一貫した説明を与えるとは言
い難い。また，経営戦略については大企業の統合多角化，管理組織については事業部制もネッ
トワーク組織も同じ管理的調整として取り扱っており，GE の戦略と組織の変化を正確に捉え
られない（安部，2019b，201 及び 222）。奇しくも，安部がチャンドラーの組織能力概念の包
括範囲の広さに対して批判したように（安部，2019b，71），チャンドラーからすれば安部の
経営戦略と管理組織の包括範囲が広すぎるという批判が可能となる。
　前期チャンドラー・モデルから出発した両者の見解は，相互補完的であり，注目すべき論点
が含まれているものの，19 世紀末から 21 世紀前半までの GE の歴史的変化に対して一貫した
説明を提供できていない。この理由の一つには，両者がともに前期モデルの基本的枠組みであ
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る「戦略と組織」に対して再検討していないためと考えられる。この点を念頭に，GE の歴史
的変化からこの点について整理すると図 4 のようになる。
　まず，多角化戦略の立場から，GE の戦略の長期的変化をみると，創業期の電力システム供
給に必要な各事業の垂直統合的多角化から，1920 年代の家電やラジオなどの水平的多角化に
変化し，戦後から 2008 年までは，その事業内容の範囲は異なるが，非関連多角化を展開し，
2009 年以降はポートフォリオの狭め，インフラ産業部門に集中し，全事業に関わるデジタル
事業に垂直的多角化を行った。一方で，管理組織を組織構造の形態ではなく「分権化」という
視点からみれば，GE は，創設時からの集権的組織から，事業部制，グループ制，SBU，カン
パニー制という形で一貫して垂直的な分権化を遂行してきたが，2009 年以降は，マトリック
ス組織を通じて，各地域のヨコの組織をタテの組織と同等に位置付ける水平的分権化に転換し
たのである。
図 4　GEの戦略と組織の歴史的経験
（出所）筆者作成。
　そして，各経営者は，この多角化と分権化の変化と時代状況を反映させて，一つの企業組織
としての統一性をもたらす仕組み（以下では，統合環境と呼びたい）を導入していった。それ
は，集権的組織や企業内研究所から始まり，新しい労使関係としての厚生資本主義，共通の理
念を共有したミドル・マネジャーの育成，戦略経営システムの導入による本社機能の拡大，イ
ニシアチブを通じた戦略的コントロール，デジタルとソフトウェア・プラットフォームによる
経営管理に至るまで，時代状況と経営者の経営構想の中から統合環境が生み出されたのであっ
た。
　こうした GE の企業変化の歴史的経験は，前期チャンドラー・モデルそのものに対する再検
討を示唆している。つまり，戦略と組織という枠組みに対して，晩年のチャンドラーのように
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関連多角化と事業部制という特定の型の維持でも，安部のように統合多角化と管理的調整とい
う概念の拡大解釈をするでもなく，改めて企業にとっての戦略と組織とは何かという問いを
19 世紀から 21 世紀までの長期間の中から考えてみることも必要だと考えらえる。この作業を
通じて，経営史研究の発展の基盤をなした枠組みや企業観を再検討することからも，“beyond 
Chandler” を目指すことができると考えられる 21。これは，言い換えれば，チャンドラー・モ
デルの内在的批判から新たな枠組みを目指すネオ・チャンドラー・モデルに向けた考察といえ
るだろう。チャンドラー的世界において例外値であった GE の企業変革の歴史的経験は，その
ひとつの手掛かりとなりえるのではないだろうか。しかし，本稿は，GE の先行研究を利用す
る形でその歴史を整理したレビュー論文であり，GE という単一事例を示しただけである。こ
のネオ・チャンドラー・モデルという議論が実際に可能であるという確証を提示できていない。
これについては，歴史研究としての GE を含めた米国企業の実証研究を通じて，筆者の今後の
研究課題として取り組んでいきたい。
　最後に，先人の例に習い，本論考の背景も含めて若干述べておきたい。本稿のテーマである
21 　もちろん経営史研究においては，様々なアプローチから新たな経営史観の構築が試みられている。例えば，
橘川武郎ほか編『グローバル経営史』では，グローバル競争の観点から考察がされている。ちなみに，後期チャ
ンドラー・モデルから，グローバル経営史を考えてみた場合，それは，各国で形成された統合学習基盤同士
の国際競争の中で，グローバルな統合学習基盤が形成されていく発展の歴史ということもできる。
　 　また，谷口明丈東北大学名誉教授を中心した研究グループ（「総合電機企業のグローバル経営史：戦略と組
織構造・人的資本・組織能力」）において，チャンドラー・モデルを念頭に置きつつ，電機企業の国際比較経
営史研究が進められている。一方で，黒澤隆文京都大学教授を中心にした研究グループ（「非市場的リスク・
制度と多国籍企業の戦略・組織」）では，多国籍企業の戦略と組織に対する非市場的要因の影響についての政
治経済的経営史研究が進められている。両グループとも，「戦略と組織」を一つのキーワードに入れているが，
前者がチャンドラーの研究に対してより内在的批判に重きを置いている一方で，後者はより外在的批判から
アプローチしているような印象を受ける。こうした内在的批判と外在的批判は，経営史研究において以前か
ら存在しており（塩見，1998，12-14），アプローチの異なる二つの研究グループが両輪となって，経営史研
究の新たな地平線が示されることが期待される。
　 　一方で，黒澤・久野（2018）で概観されているように，欧州を中心にしたナラティブ・アプローチや北米
における HoC（資本主義の歴史）など，存在論や認識論も含めて従来の経営史とは全く異なった研究アプロー
チから経営史研究が進められている。筆者の個人的見解としては，各地域の経営史研究者の置かれた状況の
違いを背景にして，ヨーロッパの経営史研究が，より経営学に接近する形で研究が進められている一方で，
アメリカの経営史研究は，より歴史学に向かう形で研究が進められている印象をもつ。経営史研究が，経営
学と歴史学にまたがる研究領域である以上，そのどちらもあり得る方向である。一方で，日本の経営史学が，
そのどちらに向かうのか，あるいはどちらも向かわずに，これまでの経済史に対する経営史という関係を維
持するのかまだ見えてこない。個人的には，むしろ，その全てを受け入れる可能性が高いと考えている。な
ぜなら，「学際的研究」こそが，日本の経営史学の重要な課題の一つであり続けたからである（中川，1981，3）。
だからこそ，海外ではすでに古い議論として一蹴されることもあるチャンドラー・モデルの批判的拡張を目
指したネオ・チャンドラー・モデルの研究も，日本だからこそできる研究であり，世界に対する日本の経営
史学の独自性の一つとなり得るのではないかと筆者は考えている。
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チャンドラー・モデルと GE という組み合わせは，安部悦生ほか（2002）『ケースブック　ア
メリカ経営史』にさかのぼる。同書は，経営史のテキストとして，ケースを中心に外国経営史
を描いた初期のものであったと思う。筆者は，学部時代に当時出版されたばかりの同書で経営
史を学んだ。本稿を書くにあたり，当初は，全く別のテーマで執筆する予定であったが，最終
的にこのテーマに落ち着いたことに対して，ある種の必然的偶然性を感じている。
　本稿での議論は，筆者のこれまでの国内外の研究活動の中で考えたものである。しかし，こ
うした考えの基盤の一部として，大学院生時代のランチタイムがあると思う。大学院の経営史
特論（2 限）の講義が終わると，そのまま指導教授とゼミ生とのランチが頻繁に行われていた。
そこでの研究，学問，海外，日常生活など様々な話から得た刺激が，本稿で示した点を考える
基礎をなしているのではないかと思う。ちなみに，ランチの支払いの際に，500 円を指導教官
に渡すことが通例となっていたので，ゼミ生の間では「500 円ランチ」と呼んでいた。ランチ
の場所が，大学のカフェ・パンセになったときに，頭の中で色々計算をしていたことが一番の
パーソナルな思い出である。
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